第21事件：日本医科大学医療過誤訴訟（東京地判H16.7.26　東京高判H17.11.9）
1. 事実概要
1 本訴原告：大学病院を設置する学校法人X1及び形成外科医局長X2
2 本訴被告：本件手術の助手を務めた医師Y

3 事件の経過
X2はAに手術を行ったが、手術後Aは容態が悪化、死亡
→Yは新聞記者C及びAの遺族Bに対して、本件手術において医療ミスがあったこと及び病院の医師が隠蔽工作を行ったこと等の情報を提供
→Bによる損害賠償請求訴訟、Cによる新聞報道
→さらに、Y自ら報道機関の取材を受ける、テレビのインタビュー番組に出演
XらはYのこうした情報提供行為が名誉信用を毀損する不法行為に該当するとして提訴。
YはXらの本訴提起がYへの報復等を目的としたもので不法行為に当たるとして反訴。
2. 訴訟の経過
H16.7.26東京地判　本訴反訴共に請求棄却→原告控訴
H17.11.9東京高判　破棄自判、非控訴人敗訴→非控訴人上告
H18.7.6　最高裁による上告棄却、控訴審確定
3. 争点
1 Yの各種情報提供行為が名誉毀損等の行為にあたるか
2 真実性の証明による違法阻却が認められるか
4. 判旨
(1) 情報提供行為が名誉毀損行為にあたるか？
(2) 特定個人に対して：肯定
(3) 報道機関（新聞社）に対して：例外的に肯定
発言の著しい不当性＋新聞社と通謀した上であえて名誉毀損発言をなしたというような特段の事情、を要する。
(4) 報道機関（TV局）に対して：例外的に肯定
発言内容がそのまま趣旨内容を変えられることなく放送＋発言者がこれを認識していたという場合には肯定しうる。
1 真実性・相当性について
摘示事実についての真実性は認められない。しかし、真実と信ずることに相当の理由あり、違法性阻却（第一審・東京地裁）
一方、控訴審では相当の理由なしとして、違法性阻却を否定（第二審・東京高裁）
5. まとめ
6. ・相当性については、控訴審ではかなり厳格に判断されている
・報道機関に対する情報提供については報道機関に対して責任追及すべきでは？
・報道機関の種類に応じて、ここまで区別する理由はあるのか？
・特定人に対する情報提供は本当に名誉毀損行為といえるのか？
